
1　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

　　

（注）1　職員手当には退職手当を含みません。
      2　職員数は平成17年4月1日現在の人数です。

 (3) ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

（注）1 ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
　　　2 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。
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2　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成18年4月1日現在）

　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

（注）1 「平均年齢」の小数点以下は月数を表しています。
　　　2 「平均給料月額」とは、平成18年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
　　　3 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当の額を合計したもので、
　　　　地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。
　　　4　技能労務職の「民間事業者平均」は、東京都人事委員会、人事院が共同して行う「職種別民間給与実態調査」
　　　　中の用務員の平均値です。

 (2) 職員の初任給の状況（平成18年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

（注）この初任給のほか、扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当などが支給されます。

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成18年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円

（注） 諸手当は含まれていません。
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成18年4月1日現在）

（注）1 職員の給与に関する条例に基づく給料表（一）の級区分による職員数です。
　　　2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。
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 (2) 昇給期間短縮の状況
　

（注） 昇給期間短縮とは、普通昇給（通常12月）を短縮して昇給させる措置のことをいい、特別昇給
　　（特に勤務成績が良好な場合等）による短縮、昇任時の特別昇給による短縮等が含まれます。

４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（17年度支給割合） （17年度支給割合） （17年度支給割合）

期末手当　　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5％～20％ ・役職加算　5％～20％ ・役職加算　5％～20％

・管理職加算　10％～25％ ・管理職加算　10％～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

 (2) 退職手当（平成18年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

○その他の加算措置 ○その他の加算措置

定年前早期退職特例措置　2％～20％ 定年前早期退職特例措置　2％～20％

退職時特別昇給（公務上の死亡、整理退職等）

1人あたり平均支給額

　自己都合 千円

　勧奨・定年 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成17年度に退職した職員に支給された平均額です。
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 (3) 地域手当（平成18年4月1日現在）

千円

千円

％ 人 ％

 (4) 特殊勤務手当（平成18年4月1日現在）

千円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

 (6) その他の手当（平成18年4月1日現在）
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円 円

円
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５　特別職の報酬等の状況（平成18年4月1日現在）

円 円／ 円
（ 円 ）

円 円／ 円
（ 円 ）

円 円／ 円
（ 円 ）

円 円／ 円
（ 円 ）

円 円／ 円
（ 円 ）

円 円／ 円
（ 円 ）

　885,000円×在職年数×400/100　　1期の手当額　1,416万円
　765,000円×在職年数×300/100　　1期の手当額　918万円
　715,000円×在職年数×250/100　　1期の手当額　715万円

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

６　職員数の状況

 (1) 部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口1,000人当たり職員数 　　 人

人口1,000人当たり職員数 　　 人

人口1,000人当たり職員数 　　 人

（注）1　職員数は一般職に属する職員数です。
　　　2　[     ]内は、条例定数の合計です。
　　　3　一部事務組合派遣職員を除き、教育長を加えた職員数です。
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の減。
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 (2) 年齢別職員構成の状況（平成18年４月１日現在）

　

 (3) 定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成17年4月1日～平成22年4月1日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

6.4

（参考）定員管理適正化計画における定員管理の数値目標（数・率）

（注） 一部事務組合派遣職員を除き、教育長を加えた職員数です。
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②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）1　計画期間は、17年～22年の5年間です。
      2　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示します。
　　　3　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以   
  　　　降現年までの職員増減数の累計を示します。                                              

７　公営企業職員の状況
 水道事業
  　① 職員給与費の状況

職員給与費 　（参考）

　　

（注）1　職員手当には退職給与金を含みません。
      2　職員数は、平成17年4月1日現在の人数です。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成18年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

31,080 117,839 7,365 6,971（決算） 16 69,409 17,350

千円 千円 千円 千円

職員数

17年度 人 千円

％

（参考）類似団体平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

区　　分

（決算） 989,734 83,539 134,656

職員給与費比率

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

める職員給与費比率Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ

16年度の総費用に占

一人当たり

％

13.61 14.67

　質収支

Ａ  

　　▲7 （28.0％） 363▲7

388

―

増 減 ― ― ―

―

―

教　育

消　防 職員数 ― ― ―

一般行政

3年目

603,854

577,214

平均月収額

総費用に占める

376,947

422,867

基本給

　　　　　千円

381

　　　　千円

羽 村 市

計

公 営 企 業 職員数

等 会 計

職員数

千円　 千円　

増 減

総費用 純損益又は実

48.05

　　  ▲1 （4.0％）

―

団 体 平 均

平　均　年　齢

17年度

44.08

　　　　　　区　　分

区　　分

― ―

0

52 52

　　　０ （0.0％）増 減

１年目 2年目

増 減

職員数

職員数

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

▲6

（参考）

計

１７年 １８年 19年 20年

数値目標

17年～22年

計画始期

▲6 （24.0％）

296 290 ―

増 減 ▲1

40 39

　　計　　Ｂ

― ―

―

▲25 （100.0％）―
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